
仕事の振り返りシート（令和６年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 3331 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 R4 実施方法

政策 3 助け合い生きがいを実感できるまちづくり 終了年度 - 事業分類

施策 3 地域福祉の推進と生活保障の確保

基本事業 1 地域福祉活動の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

地域包括支援センターにおけ

る成年後見制度に関する相

談件数

件 120 146 160 180 200

後見人が選任された件数／市長申立が必要な高齢者等の数 ％ 100 100 100 100 100

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6

利用促進協議会開催数 回 1 1 1

事業費計 千円 40 35 30

一般財源 千円 40 35 30

特定財源（国・県・他） 千円 0 0 0

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R4 R5 R6 指標の性質 R5とR6の比較

地域包括支援センターにおける成年後見制度に関する相談件数 件 146 261 202 値が大きいほど良い 効果が下がった

後見人が選任された件数／市長申立が必要な高齢者等の数 ％ 100 100 100 値が大きいほど良い 効果は変わらない

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

1指標 費用は下がった

1指標 費用の増減無し 〇
効果が下がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和６年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和７年度及び令和８年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

令和7年12月1日

単年度繰り返し

継続事業

国県補助事業

効果が下がった指標数

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

判断能力が十分でないため、自ら必要なことの意思決定が難しい

方、及びその家族等が安心して生活できるようにする。

佐野市成年後見制度利用促進基本計画に基づき、中核機関、及び成年後見制度利用促進協議会を設置し、制度の啓発や地域連携ネットワークづくり等を実

施することで制度の利用促進を図る。

政策体系

成年後見制度利用促進法、

佐野市成年後見制度利用

促進・消費者安全確保地域

協議会設置要綱

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

成年後見制度利用促進事業

健康医療部

いきいき高齢課

地域支援事業係
成年後見制度利用促進事業

担当組織

効果的な周知方法を検討し、成年後見制度の周知と啓発を継続していく。

活動実績
(R6年度に

行った主な活

動内容）

佐野市成年後見制度利用促進・消費者安全確保地域協議会を

開催した。

制度について、広報さのへの掲載やチラシ等により周知を行った。

指標全体

成年後見制度の認知度の向上のため、周知と啓発の方法を検討する必要がある。

効果説明
(定量及び

定性)

協議会を開催し、制度の利用促進のための周知と啓発を行ったが、

制度に関する相談件数は減少した。

費

用

費用（R6とR5の一般財源増減）

効果
(R6とR5の

指標値増減)

任意的事業

直営

審議会等運営事業

効果
効果が上がった指標数



仕事の振り返りシート（令和６年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 3331 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 R6 実施方法

政策 3 助け合い生きがいを実感できるまちづくり 終了年度 R7 事業分類

施策 3 地域福祉の推進と生活保障の確保

基本事業 1 地域福祉活動の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

〔非課税世帯〕給付世帯数／対象世帯数 ％ 0 100

〔こども加算〕給付世帯数／対象世帯数 ％ 0 100

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6

〔非課税〕対象世帯数 世帯 12,475

〔こども加算〕対象世帯数 世帯 691

事業費計 千円 0 0 4,173

一般財源 千円 0

特定財源（国・県・他） 千円 4,173

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R4 R5 R6 指標の性質 R5とR6の比較

〔非課税世帯〕給付世帯数／対象世帯数 ％ 0.0 値が大きいほど良い 効果は変わらない

〔こども加算〕給付世帯数／対象世帯数 ％ 0.0 値が大きいほど良い 効果は変わらない

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

2指標 費用は下がった

0指標 費用の増減無し 〇
効果は変わらない 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和６年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和７年度及び令和８年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

令和7年12月1日

単年度のみ

新規事業

国県補助事業

効果が下がった指標数

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている住民税

非課税世帯を支援する

令和6年12月13日において、佐野市の住民基本台帳に記録されており、同一の世帯全員が令和6年度分の住民税が非課税の世帯に対し、１世帯当たり3万

円を給付する。また、同世帯に18歳以下の児童がいる場合、児童一人あたり2万円を給付する。

政策体系

令和６年度佐野市物価高騰に伴う住民税非

課税世帯支援給付金給付事業実施要綱、令

和６年度佐野市物価高騰に伴う住民税非課

税世帯への子育て世帯支援加算給付金給付

事業実施要綱

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

低所得世帯及び定額減税一体支援給付金給付事業

こども福祉部

社会福祉課

福祉総務係

低所得世帯及び定額減税一体

支援給付金給付事業

担当組織

活動実績
(R6年度に

行った主な活

動内容）

【非課税世帯】

・12,475世帯に確認書を発送した。

【こども加算】

・691世帯に確認書を発送した。

　※給付は令和7年4月より実施

指標全体

給付金システムの改修に時間を要したため、他のシステムを利用している近隣市より通知の発送が遅れてしまった。

県内の多くの市町が本市と同じシステムを利用しており、特段対応が遅かった訳ではないが、先行している自治体があった分、市民からの問合せが増えてしまった。

効果説明
(定量及び

定性)

速やかに給付金を支給するよう国から要請があったが、1月に臨時

議会を開いて補正予算を計上し、無事に令和6年度中に通知を発

送することができた。

費

用

費用（R6とR5の一般財源増減）

効果
(R6とR5の

指標値増減)

義務的事業

一部委託

現金等給付事業

効果
効果が上がった指標数



仕事の振り返りシート（令和６年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 3331 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 R5 実施方法

政策 3 助け合い生きがいを実感できるまちづくり 終了年度 R6 事業分類

施策 3 地域福祉の推進と生活保障の確保

基本事業 1 地域福祉活動の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

〔均等割のみ〕給付世帯数／対象世帯数 ％ 0 100

〔こども加算〕給付世帯数／対象世帯数 ％ 0 100

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6

〔均等割のみ〕対象世帯数 世帯 2,567 2,570

〔こども加算〕対象世帯数 世帯 893 896

事業費計 千円 0 1,139 330,234

一般財源 千円 0 0

特定財源（国・県・他） 千円 1,139 330,234

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R4 R5 R6 指標の性質 R5とR6の比較

〔均等割のみ〕給付世帯数／対象世帯数 ％ 0 98.1 値が大きいほど良い 効果が上がった

〔こども加算〕給付世帯数／対象世帯数 ％ 0 97.8 値が大きいほど良い 効果が上がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

2指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

0指標 費用の増減無し 〇
効果が上がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和６年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和７年度及び令和８年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

担当組織

活動実績
(R6年度に

行った主な活

動内容）

【均等割のみ課税世帯】

・2,520世帯に合計252,000千円を給付した。

【こども加算】

・876世帯、児童数1,475人に合計73,750千円を給付した。

指標全体

令和6年度で事業終了。

効果説明
(定量及び

定性)

国の試算に基づき給付費を計上したところ、均等割のみ課税世帯

の数が試算を超えてしまったが、足りない給付費について急遽補正

予算を計上し、無事に給付金を給付することができた。

費

用

費用（R6とR5の一般財源増減）

効果
(R6とR5の

指標値増減)

義務的事業

一部委託

現金等給付事業

効果
効果が上がった指標数

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

住民税均等割のみ課税世帯及び低所得の子育て世帯支援給付金給付事業

こども福祉部

社会福祉課

福祉総務係

住民税均等割のみ課税世帯及び低所

得の子育て世帯支援給付金給付事業

効果が下がった指標数

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた住民税均

等割のみ課税世帯及び低所得の子育て世帯の生活を支援する

令和５年１２月１日において、佐野市の住民基本台帳に記録されており、同一の世帯全員が令和５年度分の住民税が非課税又は均等割のみが課されている世帯（うち一人

以上は均等割のみが課税されている世帯に限る）に対し、１世帯当たり１０万円を給付する。また、同世帯や佐野市物価高騰に伴う住民税非課税世帯支援追加給付金給付

事業実施要綱の規定により給付金の対象となる世帯に１８歳以下の児童がいる場合、児童一人あたり５万円を給付する。

速やかに給付金を支給するよう国から要請があり、補正予算で事業費を計上したうえで繰越明許により翌年度にかけて事業を実施する。

政策体系
佐野市住民税均等割のみ課税世

帯支援給付金給付事業実施要

綱、佐野市子育て世帯支援加算給

付金給付事業実施要綱

令和7年12月1日

期間限定複数年度

新規事業

国県補助事業



仕事の振り返りシート（令和６年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 3331 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 H17 実施方法

政策 3 助け合い生きがいを実感できるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 3 地域福祉の推進と生活保障の確保

基本事業 1 地域福祉活動の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

活動回数 回 78 70 70 70 70

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6

会議、研修会出席回数 回 40 57 64

広報紙発行回数 回 1 1 1

事業費計 千円 620 620 920

一般財源 千円 620 620 920

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R4 R5 R6 指標の性質 R5とR6の比較

活動回数 回 62 93 91 値が大きいほど良い 効果が下がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用が増加した ※１０万円以上の増減により判断

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

1指標 費用の増減無し

効果が下がった 費用が増加した 〇

４．次年度に向けた検討

（１）令和６年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和７年度及び令和８年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

令和7年12月1日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業

効果が下がった指標数

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

保護司会の職務の円滑な遂行を図る

保護司法に基づき組織された佐野保護区保護司会に補助金を交付し、保護司の活動をサポートし、佐野保護区保護司会を支援している。

佐野保護区保護司会：保護司は法務大臣の委嘱を受けた非常勤無報酬の国家公務員であり、犯罪や非行を行った人々の社会的立ち直りを地域で支えてい

る。保護司会は、その職務の円滑かつ効果的な遂行することを目的として設立した団体で、佐野保護区に配属されている保護司で構成されている。

政策体系
保護司法

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

佐野保護区保護司会支援事業

こども福祉部

社会福祉課

福祉総務係

佐野保護区保護司会支援

事業

担当組織

活動実績
(R6年度に

行った主な活

動内容）

（市の活動）

佐野保護区保護司会への財政的支援、各種研修会の事務補助

等

（佐野保護区保護司会の活動）

社会を明るくする運動の推進(“第74回社会を明るくする運動”栃

木県いきいきフェスタの開催)、研修会の実施、広報誌の発行等

指標全体

保護司会の会員や役員からは特に意見・要望等はなかった。

効果説明
(定量及び

定性)

コロナ禍で中止していた学校との連携活動が再開されたほか、令和

6年度に佐野市で“第74回社会を明るくする運動”栃木県いきいき

フェスタを佐野保護区保護司会が中心となって開催することになり、

そのための準備活動が増えている。

費

用

費用（R6とR5の一般財源増減）

効果
(R6とR5の

指標値増減)

任意的事業

直営

支援事業

効果
効果が上がった指標数



仕事の振り返りシート（令和６年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 3331 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 H17 実施方法

政策 3 助け合い生きがいを実感できるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 3 地域福祉の推進と生活保障の確保

基本事業 1 地域福祉活動の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

活動回数 回 55 55 55 55 55

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6

会議・研修会出席回数 回 26 30 40

広報誌発行回数 回 1 1 1

事業費計 千円 80 80 80

一般財源 千円 80 80 80

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R4 R5 R6 指標の性質 R5とR6の比較

活動回数 回 53 48 68 値が大きいほど良い 効果が上がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

0指標 費用の増減無し 〇
効果が上がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和６年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和７年度及び令和８年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

担当組織

　現状維持とし、今後も従来どおり実施していく。

活動実績
(R6年度に

行った主な活

動内容）

（市の活動）

佐野市更生保護女性会への財政的支援、各種研修会などの事

務補助等

（佐野市更生保護女性会の活動）

社会を明るくする運動への参加、更生保護施設の訪問、広報誌の

発行等

指標全体

更生保護女性会の会員や役員からは特に意見・要望等はなかった。

効果説明
(定量及び

定性)

月によって活動回数に増減があり、前年度との比較では回数は少な

くなっているが、概ね前年度と同様の活動が実施されている。

費

用

費用（R6とR5の一般財源増減）

効果
(R6とR5の

指標値増減)

任意的事業

直営

支援事業

効果
効果が上がった指標数

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

佐野市更生保護女性会支援事業

こども福祉部

社会福祉課

福祉総務係

佐野市更生保護女性会支

援事業

効果が下がった指標数

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

更生保護女性会の活動を充実する

佐野市更生保護女性会に補助金を交付し、佐野市更生保護女性会が行う活動を支援している。

佐野市更生保護女性会：女性の立場から母性愛の精神に則り、保護司活動に協力し、健全にして明朗な社会の建設を図ることを目的として設立したボランティア

団体で、その趣旨に賛同する佐野市の女性によって組織されている団体である

政策体系
保護司法

令和7年12月1日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業



仕事の振り返りシート（令和６年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当あり コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 3331 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 H17 実施方法

政策 3 助け合い生きがいを実感できるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 3 地域福祉の推進と生活保障の確保

基本事業 1 地域福祉活動の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

民生委員児童委員の１人あたりの活動日数 日 140 125 130 135 140

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6

民生委員児童委員数 人 271 272 270

事業費計 千円 3,288 3,288 3,188

一般財源 千円 3,288 3,288 3,188

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R4 R5 R6 指標の性質 R5とR6の比較

民生委員児童委員の１人あたりの活動日数 日 118 123 129 値が大きいほど良い 効果が上がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用は下がった ※１０万円以上の増減により判断

1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった 〇
0指標 費用の増減無し

効果が上がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和６年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和７年度及び令和８年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

担当組織

活動実績
(R6年度に

行った主な活

動内容）

（市の活動）

交付金の支出及び協議会の事務局

（民生委員児童委員協議会の活動）

理事会・総会の開催、専門部会研修会等の実施、各種研修会・

大会への参加、市等への事業の協力、主任児童委員の児童館運

営への協力

指標全体

民生委員児童委員や民生委員児童委員協議会の役員等からは特に意見・要望等はなかった。

地域福祉の体制を維持し推進を図るため、引き続き民生委員児童委員の活動を支援する。

効果説明
(定量及び

定性)

協議会主催の研修会の開催等により、民生委員児童委員の活動

が活性化されている。

費

用

費用（R6とR5の一般財源増減）

効果
(R6とR5の

指標値増減)

任意的事業

直営

支援事業

効果
効果が上がった指標数

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

佐野市民生委員児童委員協議会支援事業

こども福祉部

社会福祉課

福祉総務係

佐野市民生委員児童委員

協議会支援事業

効果が下がった指標数

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

地区民生委員児童委員協議会を束ねる佐野市民生委員児童委

員協議会の活動を充実強化する

佐野市民生委員児童委員協議会の活動を充実強化するため、佐野市民生委員児童委員協議会に活動費を交付する。

佐野市民生委員児童委員協議会：市内の民生委員・児童委員相互の連携と活動強化を目的として民生委員児童委員を会員としている団体である。

政策体系
民生委員法、児童福祉法

令和7年12月1日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業



仕事の振り返りシート（令和６年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当あり コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 3331 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 S51 実施方法

政策 3 助け合い生きがいを実感できるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 3 地域福祉の推進と生活保障の確保

基本事業 1 地域福祉活動の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7
社会福祉協議会に登録しているボランティア数 人 2,505 3,300 3,350 3,400 3,450

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6

ひとり暮らし高齢者訪問回数 回 17,497 15,315 15,610

心配事相談件数 回 139 144 124

事業費計 千円 160,547 182,243 162,393

一般財源 千円 160,547 182,243 162,393

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R4 R5 R6 指標の性質 R5とR6の比較

社会福祉協議会に登録しているボランティア数 人 3,805 6,812 5,009 値が大きいほど良い 効果が下がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用は下がった ※１０万円以上の増減により判断

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった 〇
1指標 費用の増減無し

効果が下がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和６年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和７年度及び令和８年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

担当組織

活動実績
(R6年度に

行った主な活

動内容）

（市の活動）

社会福祉協議会への財政的支援、各種研修会等に対する事務

協力など。

（社会福祉協議会の活動）

福祉団体等の育成などの地域福祉事業の推進、ボランティアの育

成と活動支援、地区社協の組織化と活動支援など。

指標全体

個人情報保護やプライバシーへの配慮など社会環境の変化から、地域の福祉活動は難しさを増しており、それだけ社会福祉協議会の活動にも困難が伴っている。

地域福祉の体制を維持し推進を図るため、引き続き社会福祉協議会の運営を支援する。

効果説明
(定量及び

定性)

令和5年度に登録しているボランティア数が急激に増えた理由は、会

員数の多い団体による登録があったため。

費

用

費用（R6とR5の一般財源増減）

効果
(R6とR5の

指標値増減)

任意的事業

直営

支援事業

効果
効果が上がった指標数

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

佐野市社会福祉協議会支援事業

こども福祉部

社会福祉課

福祉総務係

佐野市社会福祉協議会支

援事業

効果が下がった指標数

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

社会福祉協議会が行う事業を充実することにより、地域福祉を推

進する人材を育成する。

佐野市社会福祉協議会への支援として人件費、事業費の一部（①事務局職員人件費②総合福祉センター運営事業③心配ごと相談事業費④ひとり暮らし高齢者等見守り事

業費⑤こじか号管理運営事業費）を交付金として支出している事業である。

佐野市社会福祉協議会：社会福祉法109条に基づき、地域福祉の推進を目的とする団体で、個人や団体の福祉活動の支援や福祉への市民参加の促進、福祉についての情

報提供を行うなど、全国の市町村に設置されている民間の団体である。

政策体系
社会福祉法

佐野市社会福祉法人助成

条例

令和7年12月1日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業



仕事の振り返りシート（令和６年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 3331 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 H26 実施方法

政策 3 助け合い生きがいを実感できるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 3 地域福祉の推進と生活保障の確保

基本事業 1 地域福祉活動の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

会員数 人 800 700 700 700 700

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6

理事会の開催回数 回 3 2 3

戦没者追悼式の参加者数 人 120 94 84

事業費計 千円 280 280 200

一般財源 千円 280 280 200

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R4 R5 R6 指標の性質 R5とR6の比較

会員数 人 745 685 654 値が大きいほど良い 効果が下がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

1指標 費用の増減無し 〇
効果が下がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和６年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和７年度及び令和８年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

担当組織

会の活動や規模に合わせた事業費の検討が必要と思われる。

活動実績
(R6年度に

行った主な活

動内容）

遺族連合会総会（5月14日）

城山霊苑参拝（7月6日）

忠魂碑献花式（田沼支部11月24日、葛生支部8月10日）

全国戦没者追悼式参列（8月15日）

栃木県戦没者追悼式参列（8月15日）

第20回佐野市戦没者追悼式参列（11月21日）

佐野市遺族連合会日帰り研修（12月4日）

理事会（4月18日、8月23日、11月11日）

指標全体

戦後79年を迎え、会員の高齢化とそれに伴う会員の減少が進んでいる。

会の規模に応じた活動が維持できるよう支援を協議・検討する必要がある。

効果説明
(定量及び

定性)

高齢化により、登録会員の減少が進んでいる。

費

用

費用（R6とR5の一般財源増減）

効果
(R6とR5の

指標値増減)

任意的事業

直営

支援事業

効果
効果が上がった指標数

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

佐野市遺族連合会支援事業

こども福祉部

社会福祉課

福祉総務係

佐野市遺族連合会支援事

業

効果が下がった指標数

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

佐野市遺族連合会の活動が継続できるようにする

佐野市遺族連合会は、佐野市に居住する戦没者の遺族で構成され、相互扶助の精神をもって、平和社会の建設に寄与することを目的とした団体である。

市は、遺族連合会の総会・理事会・研修等に関する事務局支援を行っている。

政策体系 佐野市遺族連合会運営費

補助金交付要領

令和7年12月1日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業



仕事の振り返りシート（令和６年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当あり コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 3331 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 H17 実施方法

政策 3 助け合い生きがいを実感できるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 3 地域福祉の推進と生活保障の確保

基本事業 1 地域福祉活動の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

民生委員児童委員の１人あたりの活動日数 日 140 125 130 135 140

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6

民生委員児童委員数 人 271 272 270

事業費計 千円 4,882 4,876 4,916

一般財源 千円 0 0 0

特定財源（国・県・他） 千円 4,882 4,876 4,916

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R4 R5 R6 指標の性質 R5とR6の比較

民生委員児童委員の１人あたりの活動日数 日 118 123 129 値が大きいほど良い 効果が上がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

0指標 費用の増減無し 〇
効果が上がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和６年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和７年度及び令和８年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

担当組織

活動実績
(R6年度に

行った主な活

動内容）

（市の活動）

交付金の入金と交付金の支出に係る事務事業

（地区民生委員児童委員協議会の活動）

定例会の開催、調査研究事業、友愛訪問事業、市等の事業への

協力、学校行事への参加

指標全体

民生委員児童委員や地区民生委員児童委員協議会の役員等からは特に意見・要望等はなかった。

地域福祉の体制を維持し推進を図るため、引き続き民生委員児童委員の活動を支援する。

効果説明
(定量及び

定性)

地区民生委員児童委員協議会の活動を支援することで、個々の

民生委員児童委員の活動が活性化されている。

費

用

費用（R6とR5の一般財源増減）

効果
(R6とR5の

指標値増減)

任意的事業

直営

支援事業

効果
効果が上がった指標数

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

地区民生委員児童委員協議会支援事業

こども福祉部

社会福祉課

福祉総務係

地区民生委員児童委員協

議会支援事業

効果が下がった指標数

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

地区民生委員児童委員協議会の活動を充実強化する

民生委員法に定められた職務の遂行と地区民生委員児童委員協議会の活動を充実強化するため、地区民生委員児童委員協議会に活動費を交付する。

地区民生委員児童委員協議会：民生委員法第20条に規定されている地区の協議会で、15協議会がある。地域の民生委員児童委員相互の連携と活動強化を目的として活

動している。

政策体系
民生委員法、児童福祉法

令和7年12月1日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業



仕事の振り返りシート（令和６年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 3331 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 R6 実施方法

政策 3 助け合い生きがいを実感できるまちづくり 終了年度 R8 事業分類

施策 3 地域福祉の推進と生活保障の確保

基本事業 1 地域福祉活動の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

地域で福祉活動をしている人の割合 ％ 13.6 12.0 12.5 13.0 13.6

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6

出席委員の延べ人数 人 13

事業費計 千円 0 0 65

一般財源 千円 65

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R4 R5 R6 指標の性質 R5とR6の比較

地域で福祉活動をしている人の割合 ％ 8.5 9.6 8.5 値が大きいほど良い 効果が下がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

1指標 費用の増減無し 〇
効果が下がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和６年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和７年度及び令和８年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

担当組織

活動実績
(R6年度に

行った主な活

動内容）

・11月～12月　地域福祉計画の施策に該当する各種事務事業

の進捗状況を調査

・2月5日　委員への委嘱状の交付および第1回会議を開催

　委員数 15名（うち13名が出席）

指標全体

委員会の進め方については、特に委員からの意見・要望等はなかった。

効果説明
(定量及び

定性)

第4次佐野市地域福祉活動計画の初年度であり、各種事業につ

いてもまだ明確な実績は出ていないが、出席した委員からは多くの

意見をいただくことができた。

費

用

費用（R6とR5の一般財源増減）

効果
(R6とR5の

指標値増減)

任意的事業

直営

計画策定・管理事業

効果
効果が上がった指標数

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

地域福祉計画推進事業

こども福祉部

社会福祉課

福祉総務係
地域福祉計画推進事業

効果が下がった指標数

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

福祉活動に参加する人が増え、地域福祉が推進される

佐野市地域福祉計画を効率的かつ効果的に推進するため、佐野市地域福祉計画推進委員会を設置する。

地域福祉計画の施策に該当する各種事務事業の進捗状況を説明し、委員から意見をいただく。

現在の地域福祉計画は令和6年度から令和10年度までの5か年計画で、令和9年度から令和10年度については次期計画の策定事業の中で実施する。

政策体系 佐野市地域福祉計画推進

委員会設置要綱

令和7年12月1日

期間限定複数年度

新規事業

市単独事業



仕事の振り返りシート（令和６年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 3331 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 S27 実施方法

政策 3 助け合い生きがいを実感できるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 3 地域福祉の推進と生活保障の確保

基本事業 1 地域福祉活動の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

特別弔慰金の処理件数/受付件数 ％ 100 100 100 100 100
戦没者等妻特別給付金処理件数/受付件数 ％ 100 100 100 100 100

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6

特別弔慰金の受付件数 件 28 0 0

戦没者等妻特別給付金受付 件 0 1 0

遺族連合会会員数 人 745 685 654

事業費計 千円 2,873 3,028 3,845

一般財源 千円 0 1,484 2,921

特定財源（国・県・他） 千円 2,873 1,544 924

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R4 R5 R6 指標の性質 R5とR6の比較

特別弔慰金の処理件数/受付件数 ％ 100.0 100.0 100.0 値が大きいほど良い 効果は変わらない

戦没者等妻特別給付金処理件数/受付件数 ％ 100.0 100.0 100.0 値が大きいほど良い 効果は変わらない

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用が増加した ※１０万円以上の増減により判断

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

2指標 費用は下がった

0指標 費用の増減無し

効果は変わらない 費用が増加した 〇

４．次年度に向けた検討

（１）令和６年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和７年度及び令和８年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

担当組織

活動実績
(R6年度に

行った主な活

動内容）

給付金、弔慰金として国債を支給する各種申請書類の受付及び

提出指導。

その他、遺族連合会の総会、理事会、研修会等における事務補

助。

第十一回特別弔慰金

　請求受付　680件(R7.3.31現在の累計受付件数)

　　　　　　　　うち1件は要件に該当せず、取下げ

　国債交付　679件(R7.3.31現在の累計交付件数)

指標全体

戦没者遺族等からは特に意見・要望等はなかった。

効果説明
(定量及び

定性)

第十一回特別弔慰金の申請期限は令和4年度までのため、新規

の受付はなかった。

費

用

費用（R6とR5の一般財源増減）

効果
(R6とR5の

指標値増減)

義務的事業

直営

その他市民に対する事業

効果
効果が上がった指標数

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

戦傷病者及び戦没者遺族等援護事業

こども福祉部

社会福祉課

福祉総務係

戦傷病者及び戦没者遺族等

援護事業

効果が下がった指標数

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

・国家補償の精神に基づいて、本人又はその遺族が国の援護を受

けられるようにする。

先の戦争において、 軍人等として公務上負傷又は亡くなられたことに対して、本人又はその遺族に対して国が行っている事業（法定受託事務）である。

政策体系 恩給法、戦傷病者戦没者遺

族等援護法

令和7年12月1日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業



仕事の振り返りシート（令和６年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ スマートシティ

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 3331 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 S25 実施方法

政策 3 助け合い生きがいを実感できるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 3 地域福祉の推進と生活保障の確保

基本事業 1 地域福祉活動の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

出席者数 人 124 124 124 124

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6

遺族連合会の追悼式出席者数 人 120 94 84

佐野市遺族連合会からの運営ボランティ

ア数
人 18 17 15

事業費計 千円 603 617 661

一般財源 千円 603 617 661

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R4 R5 R6 指標の性質 R5とR6の比較

出席者数 人 124 120 100 値が大きいほど良い 効果が下がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

1指標 費用の増減無し 〇
効果が下がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和６年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和７年度及び令和８年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

担当組織

遺族連合会の意向を確認しながら、今後の式典の形式を検討していく。

活動実績
(R6年度に

行った主な活

動内容）

第２０回佐野市戦没者追悼式

開催日　１１月２１日（木）

会 　場　田沼中央公民館大ホール

出席者　１００名

　　　　　　佐野市遺族連合会会員、来賓等

指標全体

遺族連合会の会員の高齢化が進んでおり、従来の形式で式典を実施することが難しくなることが予想される。

効果説明
(定量及び

定性)

遺族連合会の会員の高齢化が進み、追悼式への参加者が減少し

ている。

費

用

費用（R6とR5の一般財源増減）

効果
(R6とR5の

指標値増減)

任意的事業

直営

イベント等開催事業

効果
効果が上がった指標数

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

戦没者追悼式開催事業

こども福祉部

社会福祉課

福祉総務係
戦没者追悼式開催事業

効果が下がった指標数

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

追悼式を開催することにより、先の大戦において国難に殉じ、尊い命

を捧げた先人を追悼する。

戦争という国難に殉じ、尊い命を捧げられた郷土の先人を心より追悼するため、戦没者追悼式を開催する。

政策体系

令和7年12月1日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業



仕事の振り返りシート（令和６年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 3331 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 R6 実施方法

政策 3 助け合い生きがいを実感できるまちづくり 終了年度 R6 事業分類

施策 3 地域福祉の推進と生活保障の確保

基本事業 1 地域福祉活動の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

〔非課税等世帯〕給付世帯数／対象世帯数 ％ 100

〔こども加算〕給付世帯数／対象世帯数 ％ 100

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6

〔非課税等〕対象世帯数 世帯 1,834

〔こども加算〕対象世帯数 世帯 213

事業費計 千円 0 0 197,467

一般財源 千円 0

特定財源（国・県・他） 千円 197,467

　　　（うち受益者負担） 千円 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R4 R5 R6 指標の性質 R5とR6の比較

〔非課税等世帯〕給付世帯数／対象世帯数 ％ 95.5 値が大きいほど良い 効果が上がった

〔こども加算〕給付世帯数／対象世帯数 ％ 98.6 値が大きいほど良い 効果が上がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

2指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

0指標 費用の増減無し 〇
効果が上がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和６年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和７年度及び令和８年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

令和7年12月1日

単年度のみ

新規事業

国県補助事業

効果が下がった指標数

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

エネルギー・食料品等の物価高騰の影響を受けている新たな住民

税非課税等世帯を支援する

令和6年6月3日において、佐野市の住民基本台帳に記録されており、同一の世帯全員が令和6年度分の住民税が新たに非課税又は均等割のみが課税となる世

帯に対し、１世帯当たり10万円を給付する。また、同世帯に18歳以下の児童がいる場合、児童一人あたり5万円を給付する。

政策体系

佐野市新たな住民税非課税等世帯への

支援給付金給付事業実施要綱、佐野

市新たな住民税非課税等世帯への子育

て世帯支援加算給付金給付事業実施

要綱

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

新たな住民税非課税等世帯への支援給付金給付事業

こども福祉部

社会福祉課

福祉総務係

新たな住民税非課税等世帯へ

の支援給付金給付事業

担当組織

活動実績
(R6年度に

行った主な活

動内容）

【非課税等世帯】

・1,752世帯に合計175,200千円を給付した。

【こども加算】

・210世帯、児童数355人に合計17,750千円を給付した。

指標全体

令和6年度で事業終了。

効果説明
(定量及び

定性)

国の試算による対象世帯数では予算が不足することが予想されたた

め、過去の実績等を基礎に予算を計上したが、無事予算内で給付

金を給付できた。

費

用

費用（R6とR5の一般財源増減）

効果
(R6とR5の

指標値増減)

義務的事業

一部委託

現金等給付事業

効果
効果が上がった指標数



仕事の振り返りシート（令和６年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当あり コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 3331 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 H17 実施方法

政策 3 助け合い生きがいを実感できるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 3 地域福祉の推進と生活保障の確保

基本事業 1 地域福祉活動の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

民生委員児童委員の１人あたりの活動日数 日 140 125 130 135 140

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6

民生委員児童委員数 人 271 272 270

事業費計 千円 254 254 254

一般財源 千円 254 254 254

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R4 R5 R6 指標の性質 R5とR6の比較

民生委員児童委員の１人あたりの活動日数 日 118 123 129 値が大きいほど良い 効果が上がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

0指標 費用の増減無し 〇
効果が上がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和６年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和７年度及び令和８年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

担当組織

活動実績
(R6年度に

行った主な活

動内容）

負担金の支出、栃木県民生委員児童委員大会、会議・研修会へ

の出席者取りまとめ及び出席、「県民児協だより」等の収受等

指標全体

市内の民生委員児童委員や佐野市民生委員児童委員協議会の役員等からは特に意見・要望等はなかった。

地域福祉の体制を維持し推進を図るため、引き続き民生委員児童委員の活動を支援する。

効果説明
(定量及び

定性)

栃木県民生委員児童委員協議会の活動を支援することで、間接

的に佐野市の民生委員児童委員の活動が活性化されている。

費

用

費用（R6とR5の一般財源増減）

効果
(R6とR5の

指標値増減)

任意的事業

直営

参画事業

効果
効果が上がった指標数

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

栃木県民生委員児童委員協議会参画事業

こども福祉部

社会福祉課

福祉総務係

栃木県民生委員児童委員

協議会参画事業

効果が下がった指標数

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

民生委員児童委員の資質の向上を図る

栃木県民生委員児童委員協議会に負担金を支出している。また、県民児協主催の会議や研修会に参加することにより、県内民生委員児童委員の連携を図るとともに民生委員

児童委員の活動に関する情報収集をし、資質の向上を図っている。

栃木県民生委員児童委員協議会：県内の民生委員児童委員の活動支援や福祉課題について調査研究等を行い、地域福祉の増進を図るための任意団体。県内全自治体を

会員としている。

政策体系
民生委員法、児童福祉法

令和7年12月1日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業



仕事の振り返りシート（令和６年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当あり コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 3331 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 ー 実施方法

政策 3 助け合い生きがいを実感できるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 3 地域福祉の推進と生活保障の確保

基本事業 1 地域福祉活動の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

地域で福祉活動をしている人の割合 ％ 13.6 12.0 12.5 13.0 13.6

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6

地区社会福祉協議会の組織地区数 団体 18 18 18

事業費計 千円 76 30 30

一般財源 千円 76 30 30

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R4 R5 R6 指標の性質 R5とR6の比較

地域で福祉活動をしている人の割合 ％ 8.5 9.6 8.5 値が大きいほど良い 効果が下がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

1指標 費用の増減無し 〇
効果が下がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和６年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和７年度及び令和８年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

担当組織

活動実績
(R6年度に

行った主な活

動内容）

（市の活動）

負担金の支出、県社協主催の研修会に参加することにより、情報

収集や意見交換を行っている。

（県社協の活動）

県民の福祉意識を深めるための広報・啓発、佐野市社協への支

援、福祉人材の養成と確保。

指標全体

研修会参加者等からは特に意見・要望等はなかった。

地域福祉の体制を維持し推進を図るため、引き続き社会福祉協議会の運営を支援する。

効果説明
(定量及び

定性)

民生委員児童委員向けの研修のほか、市町村福祉関係者向けの

研修会開催などを通して、地域福祉の活性化に貢献している。

費

用

費用（R6とR5の一般財源増減）

効果
(R6とR5の

指標値増減)

任意的事業

直営

参画事業

効果
効果が上がった指標数

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

栃木県社会福祉協議会参画事業

こども福祉部

社会福祉課

福祉総務係

栃木県社会福祉協議会参

画事業

効果が下がった指標数

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

栃木県社会福祉協議会を支援し、事業を推進することにより、地

域福祉を推進する人材の育成が図られる。

栃木県社会福祉協議会への負担金。

栃木県社会福祉協議会は、地域福祉の推進を図ることを目的とし、社会福祉法第110条に位置づけられた団体である。

政策体系

令和7年12月1日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業



仕事の振り返りシート（令和６年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当あり コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 3331 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 H17 実施方法

政策 3 助け合い生きがいを実感できるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 3 地域福祉の推進と生活保障の確保

基本事業 1 地域福祉活動の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

民生委員児童委員の１人あたりの活動日数 日 140 125 130 135 140

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6

民生委員児童委員数 人 271 272 270

事業費計 千円 430 235 243

一般財源 千円 392 235 243

特定財源（国・県・他） 千円 38 0 0

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R4 R5 R6 指標の性質 R5とR6の比較

民生委員児童委員の１人あたりの活動日数 日 118 123 129 値が大きいほど良い 効果が上がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

0指標 費用の増減無し 〇
効果が上がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和６年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和７年度及び令和８年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

担当組織

活動実績
(R6年度に

行った主な活

動内容）

・民生委員児童委員の選任事務（民生委員推薦会、委嘱状交

付式）

・民生委員児童委員の退任事務（感謝状交付等）

・民生委員児童委員の地区正副会長研修会開催

指標全体

民生委員児童委員や佐野市民生委員児童委員協議会の役員等からは特に意見・要望等はなかった。

地域福祉の体制を維持し推進を図るため、引き続き民生委員児童委員の活動を支援する。

効果説明
(定量及び

定性)

民生委員児童委員の選任、退任にかかる事務を適正に行うこと

で、間接的に民生委員児童委員の活動が活性化されている。

費

用

費用（R6とR5の一般財源増減）

効果
(R6とR5の

指標値増減)

義務的事業

直営

その他市民に対する事業

効果
効果が上がった指標数

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

民生委員児童委員活動事業

こども福祉部

社会福祉課

福祉総務係

民生委員児童委員活動事

業

効果が下がった指標数

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

民生委員児童委員の選任、退任に係る事務を適正に執行するとと

もに、民生委員児童委員の活動を促進させる。

民生委員児童委員の選任、退任に係る事務事業及び民生委員児童委員の活動促進のための必要経費等

民生委員児童委員：厚生労働大臣から委嘱された非常勤、無報酬の公務員である。任期は３年で、再任者７５歳未満。児童委員を兼務する。

委員定数は275名

政策体系
民生委員法、児童福祉法、

佐野市民生委員推薦会委

員定数規則

令和7年12月1日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業



仕事の振り返りシート（令和６年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当あり コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 3331 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 H17 実施方法

政策 3 助け合い生きがいを実感できるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 3 地域福祉の推進と生活保障の確保

基本事業 1 地域福祉活動の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

民生委員児童委員委嘱率 ％ 100 100 100 100 100

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6

民生委員児童委員の１人あたりの活動日数 日 118 123 129

民生委員児童委員数 人 271 272 270

事業費計 千円 16,734 16,734 16,734

一般財源 千円 0 0 0

特定財源（国・県・他） 千円 16,734 16,734 16,734

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R4 R5 R6 指標の性質 R5とR6の比較

民生委員児童委員委嘱率 ％ 98.5 98.9 98.2 値が大きいほど良い 効果が下がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

1指標 費用の増減無し 〇
効果が下がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和６年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和７年度及び令和８年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

担当組織

活動実績
(R6年度に

行った主な活

動内容）

（市の活動）

交付金の入金と支出(民生委員児童委員活動費交付金、地区会

長活動費交付金)

（市民生委員児童委員協議会の活動）

交付金の交付申請等及び交付金の支出（民生委員児童委員活

動交付金）

　・民生委員活動費交付金＠60,200×275人

　・地区会長活動費交付金＠11,920×15地区

指標全体

民生委員児童委員や佐野市民生委員児童委員協議会の役員等からは特に意見・要望等はなかった。

地域福祉の体制を維持し推進を図るため、引き続き民生委員児童委員の活動を支援する。

効果説明
(定量及び

定性)

新たに民生委員児童委員となる方がいる一方、事情により任期途

中で退任する方もいて、委員定数を満たせていない。

費

用

費用（R6とR5の一般財源増減）

効果
(R6とR5の

指標値増減)

任意的事業

直営

支援事業

効果
効果が上がった指標数

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

民生委員児童委員活動支援事業

こども福祉部

社会福祉課

福祉総務係

民生委員児童委員活動支

援事業

効果が下がった指標数

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

民生委員児童委員の職務及び地区民生委員児童委員協議会

長の職務の活動を支援する

佐野市民生委員児童委員協議会を通じて、民生委員児童委員並びに地区民生委員児童委員協議会長の活動に要した実質的な経費として、費用弁償を支

給し、活動を支援する。

佐野市民生委員児童委員協議会：市内の民生委員児童委員相互の連携と活動強化を目的として市内の民生委員児童委員を会員としている団体

政策体系
民生委員法、児童福祉法

令和7年12月1日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業



仕事の振り返りシート（令和６年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 4 市単独or国県補助

体系コード 3331 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 H16 実施方法

政策 3 助け合い生きがいを実感できるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 3 地域福祉の推進と生活保障の確保

基本事業 1 地域福祉活動の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

処理件数/被災件数 ％ 100 100 100 100 100

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6

災害見舞金対象件数 件 3 8 5

事業費計 千円 250 540 430

一般財源 千円 250 540 430

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R4 R5 R6 指標の性質 R5とR6の比較

処理件数/被災件数 ％ 100.0 100.0 100.0 値が大きいほど良い 効果は変わらない

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用は下がった ※１０万円以上の増減により判断

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

1指標 費用は下がった 〇
0指標 費用の増減無し

効果は変わらない 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和６年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和７年度及び令和８年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

令和7年12月1日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業

効果が下がった指標数

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

被災した市民が、安定した生活を送れるようにする。

災害救助法の適用されない災害である火災等の被災者に、見舞金等を支給する事業

・住家　全焼 ５万円、半焼 ３万円、浸水 １万円以内　　　・住家以外　５０㎡以上 １.５万円、２５～５０㎡ １万円

・弔慰金(死亡) １０万円　　・見舞金(負傷) ２万円

・学用品等給与金　　全焼　中学生８千円、小学生５千円、　半焼　中学生５千円、小学生３千円

政策体系
佐野市災害見舞金等支給

条例、佐野市災害見舞金等

支給条例施行規則

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

災害見舞金等支給事業

こども福祉部

社会福祉課

福祉総務係
災害見舞金等支給事業

担当組織

活動実績
(R6年度に

行った主な活

動内容）

災害見舞金を、全焼世帯４件、非住家１件に支給した。

また、災害弔慰金を２件、負傷見舞金を１件支給した。

指標全体

支給対象者やその他関係者からは特に意見・要望等はなかった。

効果説明
(定量及び

定性)

災害のため予測は出来ないが、予算の範囲内で支出ができた。

費

用

費用（R6とR5の一般財源増減）

効果
(R6とR5の

指標値増減)

任意的事業

直営

現金等給付事業

効果
効果が上がった指標数



仕事の振り返りシート（令和６年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 3331 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 S56 実施方法

政策 3 助け合い生きがいを実感できるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 3 地域福祉の推進と生活保障の確保

基本事業 1 地域福祉活動の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

地域で福祉活動をしている人の割合 ％ 13.6 12.0 12.5 13.0 13.6

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6

表彰者数 人 31 32 41

参加者数 人 92 306 266

事業費計 千円 100 107 155

一般財源 千円 100 107 140

特定財源（国・県・他） 千円 15

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R4 R5 R6 指標の性質 R5とR6の比較

地域で福祉活動をしている人の割合 ％ 8.5 9.6 8.5 値が大きいほど良い 効果が下がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

1指標 費用の増減無し 〇
効果が下がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和６年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和７年度及び令和８年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

令和7年12月1日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業

効果が下がった指標数

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

福祉に関心をもってもらい、参加者が自ら地域での福祉活動へ参

加することへの意欲を高める機会とする。

市民の福祉に対する理解と認識を深め、参加者が自ら地域での福祉活動へ参加することへの意欲を高める機会とするため、社会福祉大会を開催する。

佐野市、佐野市社会福祉協議会の共催で式典を開催する。

政策体系

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

社会福祉大会開催事業

こども福祉部

社会福祉課

福祉総務係
社会福祉大会開催事業

担当組織

活動実績
(R6年度に

行った主な活

動内容）

事業名　第２０回佐野市社会福祉大会

開催日　令和７年２月７日（金）

会　場　葛生あくとプラザ

　　　・企画、資料作成

　　　・表彰者推薦の依頼

　　　・当日の準備・運営　など

指標全体

佐野市社会福祉協議会との共催だが、企画・実施にあたっては連携・情報共有を図り、大きな問題等は出なかった。

効果説明
(定量及び

定性)

福祉に貢献した人を表彰することで、地域で福祉活動を行う方々の

励みとなっている

費

用

費用（R6とR5の一般財源増減）

効果
(R6とR5の

指標値増減)

任意的事業

直営

イベント等開催事業

効果
効果が上がった指標数



仕事の振り返りシート（令和６年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 3331 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 H25 実施方法

政策 3 助け合い生きがいを実感できるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 3 地域福祉の推進と生活保障の確保

基本事業 1 地域福祉活動の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

指導事項改善件数/指導事項件数 ％ 100 100 100 100 100

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6

社会福祉法人数 法人 13 14 14

事業費計 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R4 R5 R6 指標の性質 R5とR6の比較

指導事項改善件数/指導事項件数 ％ 100.0 100.0 100.0 値が大きいほど良い 効果は変わらない

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

1指標 費用は下がった

0指標 費用の増減無し 〇
効果は変わらない 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和６年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和７年度及び令和８年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

担当組織

今後も関係事業課と連携しながら適切に指導監査を実施していく。

活動実績
(R6年度に

行った主な活

動内容）

指導監査連絡調整会議の開催

・社会福祉法人の定款の変更認可　4件

・社会福祉法人からの現況報告書の届出受理　14件

・社会福祉法人に対する指導監査　6件

指標全体

理事会等の法人運営にかかる規定はどの法人も概ね遵守しているが、一部に財務的な面で気がかりな法人があり、状況を注視する必要がある。

効果説明
(定量及び

定性)

コロナ禍以降、実地指導監査にかける時間を半日までに抑えるよう

県から方針が示されているが、事前準備を入念に行うことで指導監

査の質を確保している。

費

用

費用（R6とR5の一般財源増減）

効果
(R6とR5の

指標値増減)

義務的事業

直営

許認可・審査事務

効果
効果が上がった指標数

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

社会福祉法人指導監査等事業

こども福祉部

社会福祉課

福祉総務係

社会福祉法人指導監査等

事業

効果が下がった指標数

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

指導監査により適正な法人運営が確保される。

社会福祉法に基づき、社会福祉法人に対して、関係法令・通知による法人運営、事業経営についての指導事項について監査を行うとともに、運営全般について積

極的助言、指導を行うことにより、適正な法人運営と円滑な社会福祉事業の経営の確保を図る。

政策体系
社会福祉法

令和7年12月1日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業



仕事の振り返りシート（令和６年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 3331 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 H26 実施方法

政策 3 助け合い生きがいを実感できるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 3 地域福祉の推進と生活保障の確保

基本事業 1 地域福祉活動の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

同意者名簿登載者数 人 860 800 850 1,060 1,290

個別避難計画作成率 ％ 23.2 24.9 26.6 28.3 30.0

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6

避難行動要支援者数 人 3,605 2,455 2,550

事業費計 千円 173 291 105

一般財源 千円 173 291 105

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R4 R5 R6 指標の性質 R5とR6の比較

同意者名簿登載者数 人 811 1,033 1,050 値が大きいほど良い 効果が上がった

個別避難計画作成率 ％ 22.5 42.1 41.2 値が大きいほど良い 効果が下がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用は下がった ※１０万円以上の増減により判断

1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった 〇
1指標 費用の増減無し

効果は変わらない 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和６年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和７年度及び令和８年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

令和7年12月1日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業

効果が下がった指標数

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

避難行動要支援者名簿を作成し、個人情報の外部提供に同意し

た者について、個別避難計画の作成及び名簿等の外部提供を行

い、避難行動要支援者が災害が発生、又は災害が発生するおそれ

がある場合に、その生命又は身体を災害から保護できる可能性を

高める。

避難行動要支援者対策事業は、佐野市地域防災計画に位置付けられる事業であり、避難行動に支援を必要とする者（避難行動要支援者）の名簿と避難の

ための個別避難計画を作成し、避難を支援する者（避難支援等関係者）との情報の共有を推進する。

政策体系
災害対策基本法

実施計画事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

避難行動要支援者対策事業

こども福祉部

社会福祉課

福祉総務係

避難行動要支援者対策事

業

担当組織

対象者への名簿登載についての意向確認書類をもっと分かりやすい表現に変更する。

制度についての周知機会を増やす。

活動実績
(R6年度に

行った主な活

動内容）

・対象者への名簿登載意向確認

・同意者の個別避難計画作成

・関係機関への対象者名簿等の情報提供

指標全体

個別避難計画の作成率（同意率）を上げるためには、更に避難行動要支援者のこの取組に対する理解の促進を図る必要がある。

効果説明
(定量及び

定性)

名簿登載者の入れ替わりもあり、前年度を超えることはできなかった

が、前年度と同程度の同意・作成率を達成することはできた。

費

用

費用（R6とR5の一般財源増減）

効果
(R6とR5の

指標値増減)

任意的事業

直営

その他市民に対する事業

効果
効果が上がった指標数
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